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研究要旨 

本分担研究では、分担研究1～3及び令和3年度に実施した「通いの場等の取り組みを評価する

枠組み」の改良結果を踏まえて、「PDCAサイクルに沿った通いの場の取組を推進するための自

治体向け手引き」を作成することを目的とした。令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み

を評価する枠組み」について、編集者との議論を経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。

本枠組みの通称として、通いの場等の取組を推進する上での各局面の英訳下線部（理解：

Comprehension、調査・計画：Research and Plan、体制・連携：Team Building and 

Collaboration、実施：Implementation、評価：Evaluation、調整・改善：Adjustment of Plans 

and Processes）を並び替え、ACT-RECIPE（アクトレシピ）を用いることとした。適用可能性

とPDCAサイクルに沿った通いの場の取組の実施状況を検討するため、本研究フィールドであ

る東京都八王子市及び豊島区を含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-RECIPEの各項
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目について回答を得た。その結果、多くの自治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比較

的高値を示したものの、「評価」および「調整・改善」の局面の達成度は不十分であることが示

された。今後、本手引きを活用した広報や研修等を通して、PDCAサイクルに沿った取組が全国

で一層推進されるよう支援していく必要がある。 

 
 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、研究代表者らが令和2年度老
人保健健康増進等事業で提案した「通いの場等
の取組を評価する枠組み」1)の適用可能性を検証
し、自治体向け手引きを作成することを目的と
している。 

令和4年度は、令和3年度に改良した枠組みに
ついて手引きを執筆した。また、ベースライン調
査を実施した東京都八王子市および豊島区を含
む29の自治体担当者から、本枠組みの適用可能
性に関する意見を聴取し、本枠組みを修正した。 

 

Ｂ．研究方法 

令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み
を評価する枠組み」について、編集者との議論を
経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。本
枠組みの通称として、通いの場等の取組を推進
する上での各局面の英訳下線部（理解：
Comprehension、調査・計画：Research and Plan、
体制・連携：Team Building and Collaboration、
実施：Implementation、評価：Evaluation、調
整・改善：Adjustment of Plans and Processes）
を並び替え、ACT-RECIPE（アクトレシピ）を
用いることとした。 

適用可能性とPDCAサイクルに沿った通いの
場の取組の実施状況を検討するため、本研究フ
ィールドである東京都八王子市および豊島区を
含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

図1に、最終的に完成した「通いの場等の取組
を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」のコア項
目と小項目を示した。また、本枠組みをもとに、
自治体向け手引き（図2）を完成させた。 

自治体のPDCAサイクルに沿った通いの場の
取組の実施状況を把握するため、本研究フィー
ルドである東京都八王子市および豊島区を含む
51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。その結
果、各項目の達成率は、「理解」で67.7%、「調
査・計画」で49.5%、「体制・連携」で52.5%、
「実施」で50.8%、「評価（プロセス）」で42.1%、
「評価（アウトカム）」で14.1%、「調整・改善」
で40.2%であった。 

 

Ｄ．考察 

本分担研究では、「通いの場等の取組を評価す

る枠組み（ACT-RECIPE）」を完成させ、自治
体向け手引きを公表した。このACT-RECIPEの
各項目の達成状況を調査したところ、多くの自
治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比
較的高値を示したものの、「評価」および「調整・
改善」の局面の達成度は不十分であることが示
された。 

自治体を対象とした調査では、特に通いの場
等の取組の効果評価が進んでいない実態があら
ためて浮き彫りとなった。この理由として、評価
まではとても手が回らない自治体職員の現状
（多忙さ）や評価の必要性の認識が職種によっ
て異なる可能性なども考えられる。その他、事業
や取組の効果（因果関係）を明示するには、1）
調査ID等で個人を識別可能な調査（質問紙調査
や体力測定等）を実施していること、2）同一の
指標を用いて、経年的な調査を実施しているこ
と、3）事業の参加者と非参加者とを識別できる
こと、が必須条件となる。これらが満たされてい
ないことが、評価が進まない根本的な要因では
ないかと考えられる。 

以上のような3つの条件が標準化されれば、大
学・研究機関が、自治体が調査したデータの受け
皿となって通いの場の効果検証を進めることも
可能となる。また、人口規模の小さな自治体や調
査対象者数が限定的（単独の自治体では効果評
価が困難）な場合に、複数自治体のデータをプー
ル・結合して評価するという選択肢も生まれる。
さらには、全国のデータを、セキュリティを担保
したうえで自動的に蓄積して効果評価し、各自
治体にフィードバックするようなシステム化を
図ることも考えられるだろう。このような仕組
みは、自治体の介護予防事業担当者の評価に係
る負担を大きく低減することにもつながるので
はないかと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究では、自治体の様々な実情を考慮
した評価の枠組みと、通いの場等の取組をPDCA

サイクルに沿って推進するための手引きが作成
された。今後は、全国の自治体における本枠組み
の採用度や適切性、持続可能性等についてさら
に検証していく必要がある。また、自治体への広
報や職員向け研修等を通して、PDCAサイクルに
沿った取組が全国で一層推進されるよう支援し
ていく必要がある。 
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図1．「通いの場等の取組を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」 
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図 1．「通いの場等の取組を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」（続き） 
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図 2．本研究で作成した自治体向け手引き 

  


